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大阪府立急性期・総合医療センター　新棟の整備について　（概要）
「大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）」の整備
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資料３





○背景


・住吉市民病院は、建築物の耐震性を平成27年度末までに確保する必要があるため、診療機能を小児・周産期医療に特化して現地で建替え整備を進めることとし、平成23年12月に「住吉市民病院建替整備基本計画中間とりまとめ」を策定した。


・平成24年5月29日の府市統合本部会議において、現地建替え案と、急性期・総合医療センターへ小児・周産期医療の機能を統合する両案について比較検討した結果、急性期総合医療センターへ機能統合する基本的方向性が示された。


・一方、急性期・総合医療センターは、現在の手術室など昭和６２年の開設から四半世紀が経過し、近年の医療水準への対応や増大する手術待ち・検査待ち等の解消が課題となっていた。





○診療機能等


小児・周産期医療の充実


○分娩件数を年１,２００件程度まで段階的に引き上げる。


○未受診妊婦、最重症合併症妊産婦などのハイリスク母子への対応を強化する。


○将来的には、母体・胎児・新生児型の総合周産期母子医療センターをめざしNICUやMFICUなどの整備を行う。


○24時間365日の小児救急体制を継続し、比較的軽症な小児救急患者についても、引き続き積極的に受け入れる。


高度専門医療ニーズへの対応


○狭隘化と高度専門医療へのニーズ対応への遅れが指摘されてきた手術室・内視鏡室・外来化学療法室の増室・整備を行う。（大阪市南部地域における小児・周産期分野を含む高度専門医療の充実の上でも必要。）





○延床面積　　　１２，5００㎡程度（渡り廊下を除く）


１）小児部門　　　・小児科病床　５８床（一般５０床　HCU8床）


２）周産期部門　　・産科病床　　４６床（一般４０床　MFICU6床）


　　　　　　　　　　　・新生児科病床21床（NICU９床　GCU１２床）


　　３）手術部門　　　・ハイブリッド対応手術室など４室


４）化学療法・内視鏡部門　


　　・外来化学療法室４７床　内視鏡室10室


５）外来部門　　　・小児科診察室5室　産婦人科診察室7室





○事業費　　約75．４億円


（内    訳） 工事費等　約5９．４億円／医療機器整備費　約16億円


（負担内訳） 機構：27.1億円　大阪府：10.6億円　大阪市：37.7億円














３．整備内容





１．目的








○住吉市民病院との機能統合による大阪市南部医療圏における小児・周産期医療体制の充実


・ローリスク症例も含めた地域の分娩件数の維持、未受診妊婦等のハイリスク症例への対応、救急を含む小児医療の充実を図ることにより、地域における妊産婦・新生児・小児に対し、安心安全でアメニティの高い医療を提供する。


○高度専門医療の充実


・小児・周産期医療体制の充実への対応及び高度専門医療の提供体制を充実するため、狭隘化とニーズ対応への遅れが指摘されていた手術室等の機能拡充と増室を行う。





２．現状・課題








○大阪市南部医療圏の小児・周産期医療提供体制について


①圏域内での分娩割合が極めて低い


市南部医療圏における医療施設取扱分娩件数と出生数との比率は73.7％で極めて低い（府全体94.1％）。


また、分娩可能な医療機関も、3機関（17機関／Ｈ17年→14機関／Ｈ21年）減少している。


②小児救急においても、圏域内への搬送割合が極めて低い


市南部医療圏域における小児救急搬送件数は4,076件であるが、医療圏内での医療機関による搬送受入は、1350件と1／3（33.1％）であり、大阪市南部を除く大阪市平均地域充足率の54.1％と比べ、極めて低い。





○急性期・総合医療センターの中央診療部門について


①狭隘な手術室と手術数の増加


医療の高度化に伴い、大型手術用医療機器等を使用した高度先進医療を行うことが困難（12室ある手術室のうち９室は面積が20数㎡程度）。


また、手術件数は6年間で1.4倍（4,512件／Ｈ1８年→6,539件／Ｈ2３年）に増加し、手術待患者数が増加している。　


②外来化学療法・内視鏡ニーズの増加


外来化学療の件数は開設後4年間で1.5倍（3,440件／Ｈ20年→5,287件／Ｈ2３年）、内視鏡検査・治療件数は6年間で1.5倍（5,171件／Ｈ1８年→7,868件／Ｈ2３年）に増加しているが、外来化学療法室・内視鏡室のいずれもスペース不足のため対応できていない。
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４．整備スケジュール





５．収支推計





平成２８年度の供用開始をめざして整備を進める。
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